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（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

24年３月期  9,921  △2.9  340  60.7  390  62.5  348  83.8

23年３月期  10,219  △10.5  211  －  240  －  189  254.4

（注）包括利益 24年３月期 353百万円 （ ％） 77.1   23年３月期 199百万円 （ ％）118.0

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

24年３月期  5,573.09  5,534.50  7.0  6.4  3.4

23年３月期  3,038.80  3,018.30  4.0  4.0  2.1

（参考）持分法投資損益 24年３月期 29百万円   23年３月期 17百万円 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

24年３月期  6,208  5,186  83.5  82,817.97

23年３月期  6,008  4,831  80.3  77,254.68

（参考）自己資本 24年３月期 5,182百万円   23年３月期 4,827百万円

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

24年３月期  410  163  △81  2,450

23年３月期  572  △1,546  △115  1,956

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年３月期 －  0.00 － 0.00 0.00  － － －

24年３月期 －  0.00 － 0.00 0.00  － － －

25年３月期（予想） －  0.00 － 1,500.00 1,500.00   18.8  

３．平成25年3月期の連結業績予想（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  4,780  △5.2  100  △5.5  130  △14.6  120  △27.2  1,917.61

通期  10,100  1.8  520  52.7  550  40.8  500  43.4  7,990.03



※  注記事項 

  
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  

  

  

  
（３）発行済株式数（普通株式） 

  
（参考）個別業績の概要 

１．平成24年３月期の個別業績（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 

  

  
（２）個別財政状態 

  
※  監査手続の実施状況に関する表示 

  
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：  無   

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無

③  会計上の見積りの変更                ： 無

④  修正再表示                          ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年３月期 62,586株 23年３月期 62,498株

②  期末自己株式数 24年３月期 8株 23年３月期 8株

③  期中平均株式数 24年３月期 62,561株 23年３月期 62,426株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

24年３月期  9,694  △3.5  305  30.3  328  32.7  287  32.5

23年３月期  10,043  3.4  234  －  247  －  216  76.5

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

24年３月期  4,588.10  4,556.33

23年３月期  3,470.74  3,447.33

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

24年３月期  6,052  5,139  84.9  82,070.64

23年３月期  5,929  4,846  81.7  77,492.40

（参考）自己資本 24年３月期 5,135百万円   23年３月期 4,842百万円

この決算短信は金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において財務諸表に対す

る監査手続が実施中です。

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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（１）経営成績に関する分析 

売上高  

 当連結会計年度におけるわが国経済は、昨年３月に発生した東日本大震災と電力供給の制約により企業活動に影響

が生じ、また、欧州通貨危機および米国の景気後退懸念を背景とした円高・株安の進行など国内景気は不透明な状況

が続きました。しかし年度後半から、徐々にではありますが、震災の復興需要が見え始めるとともに、消費動向にも

明るい兆しが見られ、世界的な金融不安も後退したことによって、国内景気は緩やかながらも回復基調を辿りまし

た。 

 当連結会計年度の売上高は、前年度比2.9％減の9,921百万円となりました。東日本大震災による広告需要への影響

が心配されましたが、６月には広告市況の回復も認められ、また、年度末近くには企業活動の比較的旺盛な需要にも

支えられ、堅調な営業成績を残すことができました。広告・課金事業が増収基調にある中、ブロードバンド事業が商

品構成のシフトが進んだことで減収傾向にあり（販売数量は増加、利益面への影響は軽微）、全体として前年度比で

微減となりましたが、前年度後半から顕著となった販売面の改善は、一年を超えて着実に進展いたしました。 

 広告・課金事業におきましては、広告商品が年度を通じて前年を上回る水準で推移するとともに、婚活サイトや電

話占いといった有料サービスが売上を伸ばしました。また、人気アイドルグループ「AKB48」の公式ファンサイト運

営による収益も増収に貢献いたしました。これらの結果、当報告セグメントの売上高は前年度比10.8％増の5,415百

万円となりました。このほか、当連結会計年度はクーポン事業を本格的に展開するとともに、台湾企業と戦略提携す

るなど、成長に向けた布石を積み重ねました。 

 ブロードバンド事業につきましては、前年度まではNTTの回線サービス「Ｂフレッツ」と当社のプロバイダーサー

ビスをセットで販売する料金プランが売上の大半を占めておりましたが、一昨年よりNTT側において当社のプロバイ

ダーサービスを取り扱うサービスが開始されたことに伴い、プロバイダーサービス料金のみが売上に計上される販売

が増加いたしました。この結果、当報告セグメントの売上高は前年度比15.5％減の4,506百万円となりました。 

  

セグメント売上高 

（単位：百万円）

※１．当連結会計年度より報告セグメントを変更いたしました。このため各セグメントの売上高の前連結会計年度と

の比較については、前連結会計年度の数値を当連結会計年度の報告セグメントの区分に組み替えて算出してお

ります。 

  

営業利益 

 当連結会計年度の営業利益は前年度比60.7％増の340百万円となりました。前年度は９月までの業績が営業損失の

状況にあり、10月以降の大幅な改善で黒字化を達成しましたが、当年度は期初より安定的に利益を積み上げる推移と

なりました。 

 売上高が前年度とほぼ同水準の中、売上原価が前年度比8.6％減の5,776百万円となりました。これにより売上総利

益は前年度比6.4％増の4,145百万円となりました。売上総利益の増加幅は248百万円となり、この売上総利益の増加

が利益改善に大きく寄与いたしました。 

 一方、販売費及び一般管理費につきましては、前年度比3.2％増の3,804百万円となりました。一昨年９月の事務所

移転による家賃の削減効果や決済代行手数料の料率見直しによって業務委託費が減少しましたが、人員体制の強化や

営業活動の積極化により人件費や販売手数料（広告代理店手数料）、販売促進費等が増加しました。 

 セグメント別では、広告・課金事業のセグメント利益（営業利益）は、前年度比19.0％増の761百万円となりまし

た。広告収益が採算性のよい直販を含め、比較的堅調に推移するとともに、有料サービスにおいてはオリジナルサー

ビスが伸びたことが利益増に貢献いたしました。また、子会社の美容室検索サービスの収益性が改善したことも利益

面に大きく寄与いたしました。ブロードバンド事業のセグメント利益は、前年度比18.2％増の276百万円となりまし

た。安定的な会員増に加え、昨年から取り組んでいる運営体制や取引条件の見直しが収益性の向上につながりまし

た。 

  

１．経営成績

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減額 増減率 

 広告・課金事業  4,887  5,415  528 ％10.8

 ブロードバンド事業  5,332  4,506  △826 ％△15.5

 計   10,219  9,921  △298 ％△2.9

 調整額   －  －  － ％ －

売上高合計  10,219  9,921  △298 ％△2.9



セグメント利益（営業利益） 

（単位：百万円）

※１．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

２．当連結会計年度より報告セグメントを変更いたしました。このため各セグメントのセグメント利益の前連結会

計年度との比較については、前連結会計年度の数値を当連結会計年度の報告セグメントの区分に組み替えて算

出しております。  

  

当期純利益 

 当連結会計年度は、営業外収益（受取利息、持分法による投資利益等）を52百万円、特別利益（敷金及び保証金清

算益、投資有価証券償還益）を31百万円計上しました。その一方で特別損失（減損損失、投資有価証券評価損等）を

67百万円計上しました。なお、法人税につきましては、税務上の繰越欠損金により免除されております。これらの結

果、当期純利益は前年度比83.8％増の348百万円となりました。 

  

（２）次期の見通し 

 インターネット業界は、スマートフォンの普及やSNS、クラウドサービスの進展に刺激され、ますます多様なサー

ビスが生まれています。当社といたしましても、この変革の波を捉え、これまでのポータル事業で培った様々なサー

ビスにSNS等の様々なプラットフォームと連携する機能を付加するなど、ユーザーにとってより便利なサービスを開

発していく計画です。これらによりスマートフォン向け広告の商品力を高めるなど、広告収益を拡大させる考えで

す。一方、課金収益につきましては、人気アイドルグループ「AKB48」等のファンサイトビジネスを伸長させるとと

もに、コンテンツを拡充――「翻訳」「食（レシピやグルメ）」といったカテゴリーキラーの開拓――することによ

り増収を目指す考えであります。さらに次期は、成長の布石として取り組んでいる海外（台湾や東南アジア）企業と

のアライアンスや、小売流通を絡めたクーポン事業などをより一層強力に推進し、収益モデルの幅を広げていく所存

であります。  

  

※業績予想に関する留意事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

  

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減額 増減率 

 広告・課金事業  640  761  121 ％ 19.0

 ブロードバンド事業  233  276  42 ％18.2

 計  873  1,038  164 ％ 18.8

 調整額（管理部門の費用等）  △662  △697  △35 ％ －

セグメント利益合計  211  340  128 ％ 60.7



（３）財政状態に関する分析 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から493百万円増加し2,450百万円となりました。利

益の増加や運転資金需要の減少に伴い、営業活動による収入を410百万円計上いたしました。また、投資有価証券が

償還され、投資活動によるキャッシュ・フローは163百万円の収入となりました。当連結会計年度におけるキャッシ

ュ・フローの状況は次のとおりです。 

 営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、前年度比161百万円減の410百万円の収入となりました。税金

等調整前当期純利益が前年度比の159百万円増の354百万円となりましたが、当連結会計年度は、年度末近くに販売が

集中したほか、人員の強化や販売促進のための費用を投じるなど、年間を通じて現金支出を伴う活動を積極的に進め

ました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、当連結会計年度は163百万円の収入となりました。前連結会

計年度は親会社への資金の預け入れ等により1,546百万円の支出でした。当連結会計年度は、国内外の提携先企業へ

の出資（投資有価証券の取得）に88百万円の資金を投資しました。また、サーバー等の購入に48百万円の資金を使用

したほか、Webサイトの買収（権利金）やソフトウェアの取得に59百万円を投資いたしました。一方で、投資有価証

券の償還により300百万円の資金が現金として手元に戻ってきました。さらに前連結会計年度の本社移転に係る敷金

の清算が当年度に完了し、58百万円の収入となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、ファイナンス・リース債務の返済が主な内容となっており、

当連結会計年度の支出額は、前年度に比べ34百万円少ない81百万円となりました。 

（単位：％）

＊自己資本比率＝自己資本÷総資産 

＊時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額÷総資産 

＊債務の返済に係る安全性指標につきましては、有利子負債がありませんので記載を省略しております。  

（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当期の配当につきましては、これまでのご案内どおり無配となりますが、次期につきましては、期末配当として１

株当たり1,500円配当（復配）を実施する計画であります。平成24年6月26日に開催する第15期定時株主総会で、過年

度の業績不振により生じた欠損金（剰余金のマイナス）を準備金の取り崩しにより補填する議題を上程する予定です

（本日、発表の「資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分に関するお知らせ」を併せてご覧くださ

い）。これにより次期に計上する利益が、翌年度末の平成25年３月31日を基準日とする利益剰余金となり、配当原資

（分配可能額）となる次第であります。 

 なお、中間配当につきましては、当年度末（平成24年３月31日）の剰余金が配当原資の基準日となるため、かかる

株主総会決議前の、剰余金がマイナスの状況であることから、無配となります。従いまして期末配当をもって年間配

当額となることを申し添えます。 

 当社は、成長を続けるインターネット産業を舞台に、継続的な企業価値の向上によって株主の皆さまに「利益」を

還元していくことを基本的な方針といたします。復配の年となる次期につきましては、期間損益に対する株主の利益

を尊重すべく、一定水準の原資を確保し、安定的な株主還元を実施したい考えであります。また、重要な投資判断要

素である株式の流動性向上を期するためにも、配当という株式会社としての基本的な務めを果たしたい考えでありま

す。 

  

  平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期

自己資本比率  79.3  67.2  76.6  80.3  83.5

時価ベースの自己資本比率  50.4  21.9  36.2  71.8  70.0



 当社は親会社である伊藤忠商事株式会社が形成する企業集団の「住生活・情報カンパニー」に属しており、同企業集団

においてインターネットを使った事業を展開しております。また当社は、子会社・関連会社と連携したサービスを提供し

ております。当社グループ（当社及び連結子会社、持分法適用関連会社）の主な事業内容は以下のとおりです。 

   

■広告・課金事業 

ポータルサイト運営、コンテンツ配信等 

■ブロードバンド事業 

インターネット接続サービス等 

  

 当社グループの構成及び企業集団における各社の位置付け並びに事業取引の系統図は以下のとおりです。 

 
  

   

・ビューティーナビ株式会社は、美容室のインターネット検索サイトを運営する事業会社で、平成19年６月15日及び平

成21年５月14日に当社は同社の第三者割当増資を引き受け子会社にいたしました。当社は同社の美容室情報を活用し

ポータルサイトコンテンツの充実を図っております。 

・株式会社ハッツ・アンリミテッドは、音楽ソフトの作成及び販売、原盤権の取り扱いをする事業会社で、平成19年４

月11日に当社は同社の第三者割当増資を引き受けました。  

・平成22年８月13日、旅行関連の情報サイトを運営する株式会社地球の歩き方Ｔ＆Ｅの株式を追加取得したことによ

り、同社は当社の関連会社となりました。これにより事業シナジーの向上をはかるものであります。なお、平成23年

1月に同社株式を追加取得し当社の出資比率は40.0％となりました。 

  

２．企業集団の状況



（１）会社の経営の基本方針 

 当社は米インターネット企業の日本法人として1997年に設立され、我が国のインターネット利用の普及に合わせて

事業を発展させてきましたが、サービスのライフサイクルの早さや厳しい競争に直面する中、常にビジネスモデルの

スクラップ＆ビルドを繰り返しながら成長することを目指しております。一方、このような姿勢で経営に臨みながら

も、これまでに築いてきたポータルサイト運営者としての確固たるマーケットポジションを礎に、インターネットの

さらなる利便を追究することで、差別化と優位な展開につなげたい考えであります。関連業界や海外への進出も視野

に入れながら、ビジネスチャンスに挑戦し続けてまいります。 

  

（２）目標とする経営指標 

 インターネットビジネスは、会社規模にかかわらずスケーラブルで機動的な展開が可能な事業領域であり、利益率

や投資効率といった指標を経営の評価軸にしてまいります。 

  

（３）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

 経営スタイルの革新を進め、成長の基盤となる新たなサービス群を構築することが当社の目標であり課題となりま

す。戦略といたしましては、これまでのサービス基盤を最大限に活用しつつ、スマートフォンの普及に見られるイン

ターネット端末の多様化やFacebook、Twitterの台頭に象徴されるソーシャルネットワークとの連携、融合を図ると

ともに、マネタイズにつきましても、新たな流通構造を模索するなど、差別化となる複合的な仕組み作りにチャレン

ジしてまいります。 

 安定した財務体質を支えに収益構造の改革をより強力に進めるほか、成長機会への投資として資金を有効に活用す

る所存です。  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,154,892 1,143,835

売掛金 1,806,988 1,735,452

原材料及び貯蔵品 1,946 1,279

関係会社預け金 2,302,023 2,806,581

その他 39,370 51,107

貸倒引当金 △16,286 △3,079

流動資産合計 5,288,935 5,735,176

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,081 7,546

減価償却累計額 ※1  △1,033 ※1  △2,041

建物及び構築物（純額） 2,047 5,504

工具、器具及び備品 125,594 153,248

減価償却累計額 ※1  △91,281 ※1  △105,514

工具、器具及び備品（純額） 34,313 47,734

リース資産 282,018 83,057

減価償却累計額 ※1  △275,128 ※1  △80,575

リース資産（純額） 6,889 2,481

有形固定資産合計 43,250 55,719

無形固定資産   

ソフトウエア 52,874 70,975

その他 924 924

無形固定資産合計 53,799 71,900

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  465,153 ※2  269,186

破産更生債権等 70,976 54,542

敷金及び保証金 157,274 76,790

貸倒引当金 △70,944 △54,542

投資その他の資産合計 622,459 345,976

固定資産合計 719,508 473,596

資産合計 6,008,444 6,208,772



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 525,073 516,046

未払金 171,150 144,682

リース債務 86,408 20,337

未払法人税等 15,606 17,977

未払消費税等 25,337 3,163

賞与引当金 112,858 99,468

その他 206,707 206,937

流動負債合計 1,143,141 1,008,613

固定負債   

リース債務 22,067 1,730

繰延税金負債 11,656 12,138

その他 321 －

固定負債合計 34,045 13,869

負債合計 1,177,187 1,022,482

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,233,327 3,233,997

資本剰余金 3,654,208 3,654,878

利益剰余金 △2,072,044 △1,723,384

自己株式 △4,830 △4,830

株主資本合計 4,810,661 5,160,662

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 16,983 21,920

その他の包括利益累計額合計 16,983 21,920

新株予約権 3,612 3,706

少数株主持分 － 0

純資産合計 4,831,256 5,186,290

負債純資産合計 6,008,444 6,208,772



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
  連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 10,219,804 9,921,394

売上原価 6,322,801 5,776,174

売上総利益 3,897,003 4,145,219

販売費及び一般管理費 ※1  3,685,091 ※1  3,804,685

営業利益 211,911 340,533

営業外収益   

受取利息 13,277 13,198

受取配当金 3,905 4,003

持分法による投資利益 17,044 29,635

為替差益 － 337

その他 4,528 4,997

営業外収益合計 38,755 52,172

営業外費用   

支払利息 4,854 1,785

為替差損 1,783 －

消費税等調整額 1,292 －

その他 2,300 165

営業外費用合計 10,230 1,951

経常利益 240,436 390,755

特別利益   

投資有価証券売却益 37,608 －

関係会社株式売却益 3,046 －

固定資産売却益 ※2  61,501 －

敷金及び保証金清算益 － 16,296

投資有価証券償還益 － 15,000

その他 6,264 －

特別利益合計 108,420 31,296

特別損失   

固定資産除却損 ※3  1,495 ※3  790

減損損失 ※5  1,482 ※5  25,282

投資有価証券評価損 7,860 34,345

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 68,286 －

事務所移転費用 52,894 －

貸倒引当金繰入額 4,665 －

固定資産臨時償却費 ※4  6,574 －

過年度著作権使用料 7,397 －

その他 2,707 6,872

特別損失合計 153,364 67,291

税金等調整前当期純利益 195,492 354,761

法人税、住民税及び事業税 5,792 6,100

法人税等合計 5,792 6,100

少数株主損益調整前当期純利益 189,700 348,661

少数株主利益 － 0

当期純利益 189,700 348,660



  連結包括利益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 189,700 348,661

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 9,964 4,937

その他の包括利益合計 9,964 ※1  4,937

包括利益 199,664 353,598

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 199,664 353,597

少数株主に係る包括利益 － 0



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 3,232,235 3,233,327

当期変動額   

新株の発行 1,091 670

当期変動額合計 1,091 670

当期末残高 3,233,327 3,233,997

資本剰余金   

当期首残高 3,653,117 3,654,208

当期変動額   

新株の発行 1,091 670

当期変動額合計 1,091 670

当期末残高 3,654,208 3,654,878

利益剰余金   

当期首残高 △2,261,745 △2,072,044

当期変動額   

当期純利益 189,700 348,660

当期変動額合計 189,700 348,660

当期末残高 △2,072,044 △1,723,384

自己株式   

当期首残高 △4,830 △4,830

当期末残高 △4,830 △4,830

株主資本合計   

当期首残高 4,618,777 4,810,661

当期変動額   

新株の発行 2,183 1,340

当期純利益 189,700 348,660

当期変動額合計 191,883 350,000

当期末残高 4,810,661 5,160,662

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 7,019 16,983

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,964 4,937

当期変動額合計 9,964 4,937

当期末残高 16,983 21,920

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 7,019 16,983

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,964 4,937

当期変動額合計 9,964 4,937

当期末残高 16,983 21,920



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

新株予約権   

当期首残高 3,119 3,612

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 492 94

当期変動額合計 492 94

当期末残高 3,612 3,706

少数株主持分   

当期首残高 63,085 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 0

連結子会社の減少による少数株主持分の増減 △63,085 －

当期変動額合計 △63,085 0

当期末残高 － 0

純資産合計   

当期首残高 4,692,002 4,831,256

当期変動額   

新株の発行 2,183 1,340

当期純利益 189,700 348,660

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,456 5,032

連結子会社の減少による少数株主持分の増減 △63,085 －

当期変動額合計 139,254 355,033

当期末残高 4,831,256 5,186,290



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 195,492 354,761

減価償却費 37,259 56,799

ソフトウエア償却費 34,622 24,798

固定資産臨時償却費 6,574 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 68,286 －

持分法による投資損益（△は益） △17,044 △29,635

賞与引当金の増減額（△は減少） 53,374 △13,389

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13,451 △13,175

受取利息 △13,277 △13,198

受取配当金 △3,905 △4,003

支払利息 4,854 1,785

株式報酬費用 492 94

敷金及び保証金清算益 － △16,296

固定資産売却損益（△は益） △61,501 －

固定資産除却損 1,495 790

減損損失 1,482 25,282

関係会社株式売却損益（△は益） △3,046 －

投資有価証券売却損益（△は益） △37,608 －

投資有価証券評価損益（△は益） 7,860 34,345

投資有価証券償還損益（△は益） － △15,000

売上債権の増減額（△は増加） △46,960 71,536

たな卸資産の増減額（△は増加） △444 667

前渡金の増減額（△は増加） 2,110 －

その他の流動資産の増減額（△は増加） 36,762 △15,292

仕入債務の増減額（△は減少） 58,004 △9,027

未払金の増減額（△は減少） 63,782 △19,127

未払費用の増減額（△は減少） 61,060 △2,456

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減
少）

△26 2,055

未払消費税等の増減額（△は減少） 39,018 △25,302

その他の流動負債の増減額（△は減少） 57,522 5,587

その他 8,215 －

小計 567,909 402,597

利息の受取額 11,556 11,969

配当金の受取額 3,693 3,787

利息の支払額 △4,854 △1,785

法人税等の支払額 △6,115 △5,783

営業活動によるキャッシュ・フロー 572,189 410,785



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △47,480 △88,322

投資有価証券の売却による収入 37,636 －

投資有価証券の償還による収入 － 300,000

有形固定資産の取得による支出 △22,362 △48,946

無形固定資産の取得による支出 △35,856 △59,625

無形固定資産の売却による収入 118,291 2,100

敷金及び保証金の差入による支出 △82,581 －

敷金及び保証金の回収による収入 94,096 58,779

関係会社預け金の預入による支出 △1,500,000 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

※2  △105,012 －

資産除去債務の履行による支出 △3,183 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,546,452 163,984

財務活動によるキャッシュ・フロー   

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △118,180 △82,609

株式の発行による収入 2,183 1,340

財務活動によるキャッシュ・フロー △115,997 △81,268

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,090,260 493,501

現金及び現金同等物の期首残高 3,047,176 1,956,916

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,956,916 ※1  2,450,417



 該当事項はありません。 

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

ビューティーナビ㈱ 

２．持分法の適用に関する事項 持分法適用の関連会社数 ２社 

関連会社の名称 

㈱ハッツ・アンリミテッド 

㈱地球の歩き方Ｔ＆Ｅ 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しております。  

  時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

  ②たな卸資産 

  貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定)を採用しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）及び構築物については、定額法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物     ３～22年 

工具、器具及び備品   ２～15年 

   ②無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

なお、権利金については契約期間（１～５年）に基づいております。また、自

社利用のソフトウェアについては、当社グループにおける見込利用可能期間

（１～５年）に基づいております。 

   ③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を算定

しております。 

  ②賞与引当金 

役員及び従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度負担

額を計上しております。 

(4）連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、且つ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

(5）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 



  

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

※１ 減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 

  

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

  

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

※４ 固定資産臨時償却費の内容は次のとおりであります。 

  

(7）追加情報

(8）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

投資有価証券（株式） 千円 94,880 千円 124,516

（連結損益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

給与手当  千円 1,149,220 千円 1,271,006

業務委託費   938,078  871,255

減価償却費   32,777  52,391

ソフトウエア償却費   34,539  24,715

貸倒引当金繰入額   1,729  △502

賞与引当金繰入額   112,858  96,018

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

ソフトウエア  千円 61,501   － 

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

工具、器具及び備品 －千円   千円 61

のれん   0   － 

権利金   0   － 

ソフトウエア   1,495    729

計  1,495    790

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

ソフトウエア 千円 6,574   － 



  

※５ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 当社グループは、原則として、事業用資産については事業単位を基準としてグルーピングを行っており、遊休資

産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。 

 当連結会計年度において、資産グループ毎に不採算案件に紐付く資産及び遊休資産を特定し、回収可能価額まで

減額しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを ％で割り引

いて算定しております。 

  

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 当社グループは、原則として、事業用資産については事業単位を基準としてグルーピングを行っており、遊休資

産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。 

 当連結会計年度において、資産グループ毎に不採算案件に紐付く資産及び遊休資産を特定し、回収可能価額まで

減額しております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを ％で割り引

いて算定しております。 

  

  

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 
※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

資産グループ又は用途（供用する事業） 資産の種類 減損金額 

音楽コンテンツ配信事業 ソフトウエア 千円 1,482

10

資産グループ又は用途（供用する事業） 資産の種類 減損金額 

音楽コンテンツ配信事業 ソフトウェア  千円  282

クーポンサイト事業 権利金  千円  24,999

10

（連結包括利益計算書関係）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 千円 20,419

組替調整額  △15,000

税効果調整前  5,419

税効果額  △482

その他有価証券評価差額金  4,937

その他の包括利益合計  4,937



前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使によるものです。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使によるものです。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式(注)  62,358.0  140.0 －  62,498.0

合計  62,358.0  140.0 －  62,498.0

自己株式         

普通株式  8.0 － －  8.0

合計  8.0 － －  8.0

区分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円） 

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 
ストック・オプション 

としての新株予約権 
－ － － － －  3,612

合計 － － － － －  3,612

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式(注)  62,498.0  88.0 －  62,586.0

合計  62,498.0  88.0 －  62,586.0

自己株式         

普通株式  8.0 － －  8.0

合計  8.0 － －  8.0

区分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円） 

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 
ストック・オプション 

としての新株予約権 
－ － － － －  3,706

合計 － － － － －  3,706



※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（注) 関係会社預け金は、余裕資金を親会社である伊藤忠商事㈱に預け入れており、預入れ期間が３ヶ月以内の関

係会社預け金については、現金及び現金同等物の扱いとしております。  

   

※２ 前連結会計年度に株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳 

 株式の売却によりエキサイト・ミュージックエンタテインメント㈱（現 EMTG株式会社）が連結子会社でなくな

ったことに伴う、連結除外時点での資産及び負債の主な内訳並びに連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出との関係は次のとおりであります。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

現金及び預金勘定 1,154,892千円 1,143,835千円 

預入れ期間が３ヶ月以内の関係会社預け金勘定(注) 802,023  1,306,581  

現金及び現金同等物 1,956,916  2,450,417  

流動資産 千円438,609

固定資産 千円52,343

流動負債 千円△355,478

固定負債 千円△12,835

少数株主持分 千円△63,085

関係会社株式売却益 千円3,046

子会社株式の売却価額 千円62,598

子会社の現金及び現金同等物 千円△167,611

差引:連結の範囲の変更を伴う子会社

株式の売却による支出 
千円△105,012



１．報告セグメントの概要 
当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当連結会計年度より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更しております。 

 平成23年４月１日付けで事業の統括体制を参入市場別に改めました。サービス間の連携を高めることで消費者

ニーズに応えていく戦略です。これに伴い報告セグメントの区分を見直すものであります。 

その結果、当連結会計年度より、「広告・課金事業」、「ブロードバンド事業」の２つを報告セグメントとい

たしました。 

「広告・課金事業」は、メディア事業や有料サービスを中心とし、Webユーザーに対し様々な情報やコンテンツ

を提供する営業活動です。一方、「ブロードバンド事業」は、インターネット利用の基幹的なサービスとなるプ

ロバイダー事業を営んでおります。 

なお、当該変更を反映した前連結会計年度の「報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その

他の項目の金額に関する情報」は、以下のとおりです。 

（単位：千円）

（注）１.セグメント利益の調整額 千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用 千円
であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
３.セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはな

っていないため記載しておりません。 
  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。 
  
３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

「１．報告セグメントの概要」に記載のとおりであります。 

  
当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

（単位：千円）

（注）１.セグメント利益の調整額 千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用 千円
であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
３.セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはな

っていないため記載しておりません。   
  

（セグメント情報等）

セグメント情報

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

連結財務諸表 
計上額 
（注）２ 

広告・課金 
事業 

ブ ロ ー ド バ ン ド

事業 
合計 

売上高  

外部顧客への売上高  4,887,091  5,332,712  10,219,804 －  10,219,804

セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － 

計  4,887,091  5,332,712  10,219,804 －  10,219,804

セグメント利益  640,192  233,742  873,935  △662,023  211,911

△662,023 △662,023

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

連結財務諸表 
計上額 
（注）２ 

広告・課金 
事業 

ブ ロ ー ド バ ン ド

事業 
合計 

売上高  

外部顧客への売上高  5,415,158  4,506,235  9,921,394 －  9,921,394

セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － 

計  5,415,158  4,506,235  9,921,394 －  9,921,394

セグメント利益  761,989  276,324  1,038,314  △697,780  340,533

△697,780 △697,780



 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

   

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭 77,254 68

１株当たり当期純利益金額 円 銭 3,038 80

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
円 銭 3,018 30

１株当たり純資産額 円 銭 82,817 97

１株当たり当期純利益金額 円 銭 5,573 9

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
円 銭 5,534 50

項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（千円）  189,700  348,660

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円）  189,700  348,660

期中平均株式数（株）  62,426.02  62,561.44

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株）  423  436

（うち新株予約権）  (423)  (436)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要 

新株予約権 ３種類 

（新株予約権の数  株） 268

新株予約権 ３種類 

（新株予約権の数  株）  256



 当社は、平成24年５月10日開催の取締役会において、平成24年６月26日開催の第15期定時株主総会に、下記の

とおり資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分について付議することを決議いたしました。 

(1) 資本準備金及び利益準備金の額の減少の目的 

 将来の株主への配当に備えるとともに、今後の機動的な資本政策のため、繰越利益剰余金の欠損填補を目

的として、資本準備金及び利益準備金の額を減少させ、欠損補填に充てるものであります。  

(2) 資本準備金の額の減少の内容 

 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金3,519,997,240円のうち1,635,269,272円を減少させ、

その他資本剰余金に振り替えます。 

(3) 利益準備金の額の減少の内容  

 利益準備金8,604,840円の全額を減少し、繰越利益剰余金に振り替えます。減少後の利益準備金は0円とな

り、振替後の繰越利益剰余金の額は△1,770,151,030円となります。 

(4) 剰余金の処分の理由及び内容 

 会社法第452条の規定に基づき、上記による振替後のその他資本剰余金の全額を減少し、繰越利益剰余金

に振り替え、同額分の欠損の補填を行います。 

 減少する剰余金の項目及びその金額、増加する剰余金の項目及びその金額は次のとおりであります。 

①減少する剰余金の項目及びその金額 

その他資本剰余金  1,770,151,030円 

②増加する剰余金の項目及びその金額 

繰越利益剰余金    1,770,151,030円 

(5) 資本準備金及び利益準備金の額の減少の日程 

①取締役会決議日      平成24年５月10日 

②定時株主総会決議日    平成24年６月26日（予定） 

③効力発生日        平成24年６月26日（予定） 

なお、本件は会社法第449条第１項但書の要件に該当するため、債権者異議申述の手続きは発生しません。 

   

（重要な後発事象）



（１）役員の異動  

① 代表取締役の異動 

   該当事項はありません。 

② その他の役員の異動 

 ・新任取締役候補 

    社外取締役（非常勤） 市川 透（現 株式会社ファミマ・ドット・コム代表取締役社長） 

  ・退任予定取締役 

    取締役（非常勤）   堀内真人 

 ・新任監査役候補 

    社外監査役（非常勤） 数面浩尚（現 伊藤忠商事株式会社 住生活・事業統括室長代行） 

 ・退任予定監査役 

    社外監査役（非常勤） 永田 潤 

③ 就任予定日 

   平成24年６月26日 

  

５．その他
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